
（ ）

-

達成度 ％

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

506

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　補助対象となっている事業（定額補助）
　　１．レセプト審査体制の向上のための事業
　　２．医療費適正化関連事業
　　３．超高額医療費に対する共同事業
　　４．保険運営安定化対策事業
　　５．国保事業の効率化のための事業
　　６．国民健康保険制度改正の準備のための事業（平成27年度より補助対象）

目標最終年度

506

4,106

▲ 506

24年度 25年度

-成果実績

目標値

-

26年度

--

-

「①レセプト審査体制の向上のための事業」は審査事務の効率化を図ること
「②医療費適正化関連事業」は被保険者の健康づくりの推進を図ること、
「③超高額医療費に対する共同事業」は著しく高額な医療費の発生による

都道府県単位での国保財政への影響を緩和を図ること、
「④保健運営安定化対策事業」はレセプト1件1円又は１件80万円を超える
医療費の発生による市町村国保の国保財政への影響の緩和を図ること、
「⑤国保事業の効率化のための事業」は医療機関の請求手続きの効率化

を図ること、
「⑥国民健康保険制度改正の準備のための事業」は国民健康保険制度改

正のためのシステムの要件定義等を決定すること
をそれぞれ定性的な成果目標とする。平成24年度～平成26年度までの実

績は「事業の妥当性を検証するための代替的な達成目標及び実績」欄の通
り。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　診療報酬の適正な審査と迅速な支払い及び国保保険者の共同の目的を達成するための事業を効率的に行い、また、国保保険者の事業の運
営の安定化を推進することにより、国民健康保険事業の円滑かつ健全な運営を期すことを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

国民健康保険団体連合会等補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 国民健康保険課 中村　博治

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅰ－９－１　適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構
築すること

主要経費

27年度

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国民健康保険法第７４条

関係する計画、
通知等

国民健康保険団体連合会等補助金の国庫補助について
（昭和５２年５月１６日厚生省発保第３６号）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

5,485

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 5,164

社会保障

終了予定なし

-

「①レセプト審査体制の向上のための事業」は審査事務の効率化
を図るための事業であること、

「②医療費適正化関連事業」は市町村保険者の保健事業を支援
し、被保険者の健康づくりの推進を図るための事業であること、

「③高額医療費に対する共同事業」は著しく高額な医療費の発生
による都道府県単位での国保財政への影響を緩和を図るための

事業であること、
「④保健運営安定化対策事業」はレセプト1件１円（保険財政共同

安定化事業、平成26年度まではレセプト1件30万円以上が対象）又
はレセプト１件80万円（高額医療費共同事業）を超える医療費の発
生による市町村国保の国保財政への影響の緩和を図るための事

業であること、
「⑤国保事業の効率化のための事業」は医療機関が他県被保険者
分のレセプトも自県の国保連合会へ請求することにより請求手続き

の効率化を図るための事業であること、
「⑥国民健康保険制度改正の準備のための事業」は平成30年度
の国民健康保険制度改正に向けたシステムの要件定義等を検討

するための事業であることから、
それぞれ定量的な評価は困難であるため、間接的な定量的指標を

設定する。

翌年度へ繰越し -

計

4,415

高齢社会対策主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

5,485 5,164 4,415 4,612 0

5,164 4,415

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和５２年度
事業終了

（予定）年度

定
量
的
な
成
果
目

　 0248

年度-

5,485

-

- - - -



27 年度

-

1,159/1

目標値

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当初見込み

箇所

百万円
単位当たり

コスト

算出根拠

達成度 ％ - -

25年度

目標最終年度

計算式

箇所

979

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

電子レセプト請求件数 -

47

目標値

単位 24年度 25年度 26年度

1,457/1

27年度見込

1,250
単位当たりコスト（国保中央会当たりの交付決定額）

＝ Ｘ（交付決定額） ／ Ｙ（国保中央会数）

26年度

-

27年度活動見込

- -

27 年度

27

182.9

47

-

X / Y

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

国民健康保険団体連合会

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

レセプト審査体制の向上の
推進に要する費用

750.1

単位当たり
コスト

47 47 47

1,4571,159

単位

実績 千件

47 47

504

計 4,106 0

保険運営安定化対策事業
に要する費用

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

国民健康保険制度改正の
準備に要する費用

目標最終年度

著しく高額な医療費の発生
による都道府県単位での国
保財政への影響を緩和を図
ること（③超高額医療費に
対する共同事業） 達成度 ％ - - -

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

908,540 936,321

525.4

超高額医療費に対する共同
事業に要する費用

活動実績

活動指標

1,250/1 979/1

24年度

費　目

審査事務の効率化を図るこ
と（①レセプト審査体制の向
上のための事業）

代替指標 単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

被保険者の健康づくりの推
進を図ること（②医療費適正
化関連事業」）

特定健康診査・特定保健指
導件数（合計）

実績 件 8,564,205 8,725,867

-

-

年度

件 9,715 9,833 10,866

目標値 - - - - -

- - - -

達成度 ％ - -

目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

超高額医療費共同事業対
象レセプト件数

実績

27年度活動見込

国民健康保険中央会

活動実績 箇所 1 1 1

当初見込み 箇所 1 1 1 1

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコスト（１国保連合会当たりの交付決定額）
＝ Ｘ（交付決定額） ／ Ｙ（国保連合会数）

単位当たり
コスト 百万円 92 83 73 67

計算式 X / Y 4,325/47 3,914/47 3,436/47 3,155/47

2,000

医療費適正化関連事業の
推進に要する費用

国保事業の効率化に要する
費用

143.6

集計中

集計中



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐ －

補助対象事業は必要に応じて見直しを行っており、必要な
ものに限定されている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

238

平成24年度

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

国保連合会が診療報酬の審査支払業務や保険者の共同
事務に活用するシステムは、コスト削減を図るため国保中
央会が一括して開発等を行っており、国保中央会へ補助を
行うことにより、実施できている。

全国保連合会及び国保中央会で活動実績があり、見込み
に見合ったものである。

－

国保連合会が診療報酬の審査支払業務や保険者の共同
事務に活用するシステムは、コスト削減を図るため国保中
央会が一括して開発等を行っており、スケールメリットによ
るコスト削減が図られている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

国民健康保険財政の安定化及び国民健康保険事業の円
滑な実施・効率的な運営につながるものであり、広く国民の
ニーズがあり、国費を投入しなければ事業目的が達成でき
ない。

国民健康保険事業の円滑な実施・効率的な運営を期すた
め、国民健康保険事業の安定化を図る事業であり、国が実
施すべき事業である。

○

○

○

・事業仕分け第１弾（平成21年11月11日開催）　事業番号　２－６
・事業名　「その他医療関係の適正化・効率化」
・ＷＧの評価結果　見直しを行う（廃止 ０名 自治体/民間 ０名 見直しを行わない ０名 見直しを行う １５名）
　　　ア．レセプト審査率と手数料を連動　９名　イ．国保連・支払基金の統合　１１名
　　　ウ．柔道整復師の３部位請求に対する給付見直し　１１名　エ．入院時の食費・居住費の見直し　１２名　オ．その他　２名
・取りまとめコメント　15名の仕分け人全員が「見直しを行う」。
　　「ア．レセプト審査率と手数料を連動」は9名で、その他の意見の2名が「国保連・支払基金とも都道府県単位で解体の上再編」、
　　「競争が働いていない」としており、事実上１１名である。
　　「イ．国保連・支払基金の統合」は11名で、アと同様にその他の意見を含めて事実上13名である。
　　「ウ．柔道整復師の3部位請求に対する給付見直し」は11名、「エ．入院時の食費・居住費の見直し」は12名であった。
　以上より、仕分けチームとしてはア～エの論点について、この結論に従って見直しをする。

○平成23年度会計検査院検査報告
指摘内容･･･社会保障カード（仮称）の導入に向けた環境整備の一環として、国民健康保険団体連合会等補助金により整備されて活用されていない機器等につい
て、保険者事務共同電算処理事業等において早期に方策を検討するなどして、有効活用を図るよう改善の処置を要求したもの。
対応状況･･･未活用となっている機器等について、ＫＤＢ（国保データベース）システムなど国民健康保険団体連合会が行う保険者事務共同電算処理事業に係るシ
ステムに活用している。

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

電子レセプトの請求件数が平成24年度から平成25年度に掛けて伸びているように、審査事務のＩＴ化の進展やレセプトオンライン請求の普及に
よる効率化が図られていること、また、費用負担のあり方の見直しを行ったことを踏まえ、レセプト審査体制向上の推進に要する費用等の見直し
を行い、平成26年度予算に反映させた。
（電子レセプトの請求件数：平成24年度　約9.1億件→平成25年度　約9.4億件）

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国民健康保険事業の円滑な実施・効率的な運営を確保す
るために必要な事業であり、適正かつ安定的・効率的な医
療保険制度の構築という政策目的達成に向けて、優先度
の高い事業である。

補助の必要性・効果に乏しいものを廃止するとともに補助
率を見直すことによりコスト削減に努めており、単位当たり
コストの水準は妥当である。

都道府県を経由して交付しているが、補助金等に係る予算
の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づくもので
あり、合理的なものとなっている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

193平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

254

226

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 226

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

レセプト審査体制の向上の推進に要する事業については、事業実施に当たってのコスト削減に引き続き努めていく。また、保険者から委託を受
けて実施している業務については、一定の会費負担・手数料負担を求めていることから、受益者負担の観点からの見直しを図っていく。

－

－

事業内容により一定の会費負担があり、受益者との負担関
係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（平成26年度執行ベース）

厚生労働省

4,415百万円）

〔補助金を交付〕

【交付】 【交付】

Ａ．都道府県
3,436百万円

Ｃ．国民健康保険中央会
979百万円

補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律第26条第2項に基づき、補助金等の交
付に関する事務の一部を委任する。

レセプト審査体制の向上の推進に要する費用、
医療費適正化関連事業の推進に要する費用及
び国保事業の効率化に要する費用の一部に充
てる

【交付】

Ｂ．国民健康保険団体連合会
3,436百万円

レセプト審査体制の向上の推進に要する
費用、医療費適正化関連事業の推進に要
する費用、超高額医療費に対する共同事
業に要する費用、保険運営安定化対策事
業に要する費用及び国保事業の効率化に
要する費用の一部に充てる。

【一般競争、指名競争又は随意契約】

Ｄ．委託会社（13社）
979百万円

国保中央会より委託を受け、システム開発・改修
等を行う。



補助金 管轄の連合会へ交付

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.都道府県（東京都） E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

319

金　額
(百万円）

B.国民健康保険団体連合会（東京都） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費
保険運営安定化対策事業（講習会開催通知
等郵送料等）等

納付金 超高額医療費共同事業（拠出金） 226

計 319 計 0

人件費
保険運営安定化対策事業（保健師人件費）
審査支払事業（審査委員人件費）

90

委託費
保険運営安定化対策事業（特定健診に係る
契約マスタ作成）等

1

報償費
保険運営安定化対策事業（講習会・講演会
講師謝金等）等

1

　 　

1

C.国民健康保険中央会 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託
富士通（株）
・システム保守等

335

計 319 計 0

外部委託
みずほ情報総研（株）
・業務支援等

50

外部委託
（株）エヌ・ティ・ティエムイー
・システムサポートデスク運用

24

外部委託
㈱ＮＴＴデータ
・システム改修

200

その他
回線経費、派遣職員費、会議開催経費、職
員旅費等

132

人件費 職員給与、審査委員人件費 103

外部委託
日本電気（株）
ミドルウェア保守等

外部委託
東京センリュリーリース（株）
・ハードウェアリース料

10

計 979 計 0

外部委託
（株）ウェイライズコーポレーション
・システムコンサルティング

19

人件費 審査委員人件費 17

D.委託会社（富士通（株）） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

89

改修費 システム保守 241

計 241 計 0



支出先上位１０者リスト
A.都道府県

B.国民健康保険団体連合会

Ｃ.国民健康保険中央会

D.委託会社

3 神奈川県

1 東京都
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

319 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 大阪府
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

213 - -

- -

北海道
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

143 - -

愛知県
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

138 - -

6

7

4 埼玉県
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

167 - -

5 千葉県
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

156 - -

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

200

兵庫県
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

128 - -

福岡県
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

113 - -

8

9

10 京都府
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を委任。

89 - -

2
大阪府国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

213 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
東京都国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

319 - -

4
埼玉県国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

167 - -

5
千葉県国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

156 - -

3
神奈川県国民健康保険団体連
合会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

200 - -

8
兵庫県国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

128 - -

9
福岡県国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

113 - -

6
北海道国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

143 - -

7
愛知県国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

138 - -

10
京都府国民健康保険団体連合
会

国民健康保険法第４５条第５項に基づく国民健康保険の審査支払事務、ま
た、会員である国保保険者の行う国保関連事務の共同処理等を実施。

89 - -

1 国民健康保険中央会
高額なレセプトの特別審査、全国決済業務及び国民健康保険団体連合会が
活用する標準システムの開発等を実施。

979 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）ＮＴＴデータ システム改修 200 随意契約 -

3 日本電気（株） ミドルウェア保守等 89 4社 68％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 富士通（株） システム保守等 335 2社 99％

6 （株）ウェイライズコーポレーションシステムコンサルティング 19 随意契約 -

7 東京センチュリーリース（株） ハードウェアリース料 10 随意契約 -

4 みずほ情報総研 業務支援等 50 1社 93％

5 （株）エヌ・ティ・ティエムイー システムサポートデスク運用 24 随意契約 -

10 日立キャピタル（株） 機器リース 4 1社 89％

8 （株）ＮＴＴ東日本 機器ハウジング料 9 随意契約 -

9 （株）社会保険研究所 医科点数表の解釈のＣＳＶデータ調達等 7 随意契約 -


